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Ⅰ　はじめに

　筆者は小売業者を対象とするグローバル・マーケティング戦略研究を，世界最大の売上高

を誇る小売業者であり，院生当時ちょうど活動領域を急激に拡大していたウォルマートの事

例を継続的に追いかけることによって研究してきた。ウォルマートは偉大な創業者の死とい

う大きな試練を乗り越えるために，業態を多角化し，本格的な国際展開を開始していた。私

が生まれたメキシコとはNAFTAが結ばれることになり，現在の国際的な成功へつながる

足がかりを築くための貴重な経験を蓄積し，経験から蓄積されたノウハウは新興市場に主に

移転され，さらにブラシュアップされていった。

　筆者は同社の新興市場を中心とした事業活動領域拡大にあわせて，メキシコから中米，南

米，欧州，アフリカ，アジアへと研究対象領域を拡大し，アフリカの一部の諸国を除いて，

ウォルマートが進出する地域に現地調査に赴き，2018 年には拙著『ウォルマートのグロー

バル・マーケティング戦略（増補版）』を刊行した。拙著執筆のために赴いたインドや中国

小売市場に関する現地調査の中で，「業務移転の序列性（小売業務が商品供給及び商品調達

業務よりも先行移転すること）」という従来の研究の前提への違和感が強まっていった。イ

ンドでは外資小売参入規制が厳しい状況において，ネット小売が特に地方において先行的に

進出し，中国では外資小売規制がなくなった状況において，政府はアリババ，京東など地元

出身のネット小売も含めて幅広いネットサービス事業を行う企業を支援し，ネット小売が店

舗を保有する従来型の小売を凌駕しつつあった。

　ウォルマートも 2018 年 2 月には社名を「ウォルマート・ストアーズ」から実店舗をイメ

ージさせる「ストアーズ」を外し，ネット通販部門の更なる拡大を目指すことを印象付けた。

米国ではオムニチャネル対応を積極化し，国際部門においては，経営資源の配分の大幅な見

直しを行った（図 1参照）。

　こうした状況において，筆者の中の違和感は確信へと変わっていき，インターネットとい

う革新的な技術が従来の小売国際化研究の前提とされてきた「業務移転の序列性」を弱め，

小売，商品供給及び商品調達の 3つの業務が同時に移転することを前提とした，ネット小売
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図1　ネット小売を重視するウォルマートの組織体制と戦略の概要

　（注）�各国の下のマークは，上段が現状，下段が今後の展望（4段階で×△○◎で評価）である。
　（出所）�ウォルマートが提供する情報ならびに各種資料や現地調査結果などにより作成。
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普及を前提とした小売業者のグローバル・マーケティング戦略モデルを構築するべきである

というように考えるようになった。

　以上の問題意識に基づいて，従来の小売国際化研究に関してレビューした後，ネット小売

普及以降の小売国際化現地化戦略モデル構築の枠組みを提示し，提示した分析枠組に基づい

て，通信規制の緩和に乗じて本格参入したアマゾン・ドット・コムに伴って競争激化するラ

テンアメリカの先進小売市場メキシコにおけるインターネット小売業の現状の検討（丸谷

（2019））を踏まえた上で，ラテンアメリカのネット小売先進市場アルゼンチンのインターネ

ット小売の現状を，バック・システム構築を困難にするアルゼンチン・コストの存在解明を

中心に検討していく。

Ⅱ　ネット小売普及以降の小売国際化現地化戦略モデル構築にむけて

1．ネット小売普及以前の小売国際化戦略モデル研究の概要
　小売国際化研究は先行した製造業の国際化及びグローバル化研究の成果を援用し，1980

年代後半以降蓄積され（Salmon�and�Tordjiman（1989），向山（1996）川端（2000）），とり



表１　マルチナショナル小売業者の小売国際化現地化段階における戦略パターン 4類型

現地化戦略名称
市場特性差異
適合業態所有

進出後の創造
的連続適応

具体的戦略 代表事例

標準化のなかの部
分適応

持つ 重視しない 導入業態の一部現地化 後発国への伝統的な
HM，GMS参入事例

進出時環境適応型
新規業態開発

持たない 重視しない 現地適応業態の開発 テスコの欧州以外
市場事例

環境不適合業態の
創造的連続適応

持たない 重視する 現地適応度が低い業態導
入後の創造的連続適応

セブンイレブンの
日本市場事例

創造的連続適応型
新規業態開発

持つ 重視する 現地適応度が高い業態
買収後の創造的連続適
応を通じた業態開発

ウォルマートのメ
キシコ市場事例

　出所：矢作（2007）及び丸谷（2013）に基づいて，筆者が作成。
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わけ，2000 年代後半以降，小売国際化の戦略モデル研究が活発に行われている（矢作

（2007），丸谷（2013），Dawson�and�Mukoyama（2014），今井（2014），佐原・渡辺（2016）

など）。

　表 1は 2010 年代前半時点の状況を踏まえて行われてきた小売国際化現地化戦略モデル研

究の成果を，筆者が初期参入フェーズで進出先との市場特性差異に適合する業態を所有して

いたかどうか，進出後の創造的連続適応を重視するのかという 2軸で分類し直したものであ

る。この成果はネット普及以前の状況を踏まえれば，一定の説得力があると考えられる。

2．ネット小売普及以降の小売国際化現地化戦略モデル構築にむけて
　モバイル技術を含む ICTにおける急激な技術革新は小売事業の在り方を揺るがしており，

小売国際化現地化戦略モデル研究においても，想定された前提を覆しつつある状況にある。

矢作（2007）は小売国際化現地化戦略モデルを示すに当たり，小売企業の新規参入では世界

的な企業であっても，本国市場における堅固な顧客基盤や大量販売力を持ち合わせておらず，

競争の焦点は個別店舗の規模や立地条件の良し悪し，現地市場に適合した品揃えといった店

頭小売業務の優劣に絞り込まれることを前提としていた。この前提を踏まえて，小売国際化

の現地化段階において，小売業務が先行的に現地化された後に，小売業務を支える商品調達

及び商品供給業務が現地化されるという「業務移転の序列性」を示したのである（矢作

（2007），39-40 頁）。

　既述の違和感を踏まえて小売のデジタル化と小売国際化に関する既存研究を検討すると，

小売のデジタル化に関する研究が先進諸国市場において幅広く行われてはいるが（Hag-

berg,�Sundstrom�and�Egels-Zanden�（2016），Hagberg,�Jonsson�and�Egels-Zanden�（2017）



　出所：�筆者が矢作（2007），丸谷（2013）の内容を，中国インド現地実態調
査で確認した状況変化を反映し作成。

図2　ネット小売普及以前とネット小売普及以降の小売国際化プロセス
の変化
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の詳細なレビューに譲る），小売国際化に及ぼす影響に関しては影響があることに関して言

及しつつも（Wrigley� and� Currah（2006），渡辺（2015）など），小売国際化を行う小売業

者の主要標的市場となっているインドではフリップカート，中国ではアリババ，京東といっ

たように，新興国市場の個別企業の動向や現地での普及状況について述べるにとどまってい

る。

　筆者は従来小売国際化研究において前提とされてきた業務移転の序列性（小売業務が商品

供給及び商品調達業務よりも先行移転すること）がネット小売普及により弱まり，小売，商

品供給及び商品調達の 3つの業務が同時に移転することを前提としたネット小売普及以降の

小売国際化モデルを構築することを目的に検討を行う（図 2参照）。

　さらに，この序列性の弱まりを前提に，近年のインターネットを用いたリアルとバーチャ

ルの競争や共創関係の現出や小売製造業や製造小売業の登場による小売業と製造業の競争と

共創関係の現出，レンタルビジネスや中食ビジネスなどに代表されるような小売業とサービ

ス業との競争や共創関係の現出に対応可能な状況に基づいた，国際移転単位としての小売事

業モデルについて検討を行った。

　石川（2016）は，消費者に財を提供する多様な態様を検討する中で，昨今しばしば使用さ

れるフォーマットという概念を検討し，フォーマットとは，各小売業だけでなく，いわゆる

サービス業によって各企業の新戦術・戦略を顧客に提供する様々な意味でのサービス要素の

決定であるとしている。そして，田村（2008），田村（2014）の研究に基づいて，フォーマ

ットの基本要素をバックフォーマットとフロントフォーマットに区分し定義している。

　上記のフォーマットの定義は，インターネット普及という現状も踏まえて提示されている

ので，新たな時代の消費者に財を提供する態様としての上記のフォーマット定義を採用し，



　出所：�矢作（2007）34 頁，石川（2016）29 頁および丸谷（2017）238 頁の図とその内容に基づいて，筆
者が作成。

図3　インターネット普及前後の国際移転単位としての小売事業モデルの変化

インターネット普及以前

小売業務先行移転 フロント・システムとバック・システム同時移転

顧客

インターネット普及以降

顧客

小売
業務

商品
調達
業務

商品
供給
業務

〈フロント・システム＝小売業務〉
①店舗ネットワーク：店舗数、店舗規模など
②小売ミックス：立地パターン、品揃え、価格、接客サービス、プ
ロモーション、店舗施設など

〈バック・システム＝商品調達及び商品供給業務〉
①小売サプライチェーン：技術情報、ソーシング技術、商品開発
技術、物流技術など
②店頭の小売業務：小売遂行技術、システム、手順、方法など
③組織：構造・文化、知識・規範・ルールなど

注）店舗、店頭にはネット上のものも含む。
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筆者が問題意識で示したインターネット小売普及に向けた取り組みに関して，ラテンアメリ

カのネット小売先進市場アルゼンチンのインターネット小売を題材に，詳細に検討していく

（図 3参照）。

Ⅲ　ラテンアメリカにおけるネット小売先進市場アルゼンチンの現状

1．アルゼンチン小売産業の現状
（1）ブエノスアイレスへの一極集中と取り残されるその他の地域

　アルゼンチン小売産業は同国がかつて富裕国であり「南米のパリ」と呼ばれるブエノスア

イレスを首都としているだけに，ブエノスアイレスとその周辺の大ブエノスアイレス都市圏

（GBA）に関しては近代化が早期になされ，一極集中が顕著な状況にある。2010 年のセンサ

スによれば，GBAの人口は全人口の 3分の 1の 1,280 万人である（ブエノスアイレス市だ

けでは 289 万人）。

　地方に関しては，独立時の中心都市で中部に属する第 2都市で人口約 127 万人であるコル

ドバを有するコルドバ州の 331 万人，北東部に属する第 3都市で人口 103 万人であるロサリ

オを有するサンタフェ州の 319 万人，ブエノスアイレス州南部の港湾都市で人口 53 万人の

マル・デル・プラタいったブエノスアイレスの周辺州の主要都市とサン・ミゲル・デ・トゥ

クマン（第 5都市人口 53 万人），サルタ（第 6都市人口 46 万人），サンタフェ（第 7都市人

口 37 万人）など数都市が地方へのハブ都市として限定的に発展しているにすぎない（図 4

参照）。それ以下の地方都市に関しては，舗装がなされていない道路も多く，東南アジアの



　注）点線が小売企業が重視する主要都市である。

図4　��アルゼンチンの小売企業が重視するブエノス
アイレスとその周辺都市
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ように移動手段もバイクを中心とする状況にある。

（2）アルゼンチン小売産業の現状

①一極集中するブエノスアイレスにおける小売産業の現状

　小売売上高もこの一極集中傾向を反映している。ニールセン・アルゼンチンの調査によれ

ば，2010 年の国内小売売上高は，GBAが 37・8％ を占めており1），商業は伝統的にさかん

である。市内には，コリエンテス大通りに代表される劇場・書店など文化・芸術も組み込ん

だ伝統的な商業地区から，ホンジュラス通りに代表される，土曜には市が並ぶ商業地区，フ

ァエナホテル周辺の開発が著しいプエルト・マデロに代表される新開発の商業地区まで，非

常に多彩なショッピング空間が存在する。途上国では単なる欧米ブランドの羅列というだけ

のショッピング空間が多くみられるが，上記のブエノスアイレスの商業地区には，個性豊か

な独自のブランドや多彩なカフェも含めた小売店が出店している。

　他方，ハイパーマーケット，スーパーマーケット，ミニスーパー，ハードディスカウンタ

ーなど近代的小売業態の普及も進みつつあり，複数の業態を展開する大手小売業者の比率が

高まりつつある。ブエノスアイレス以外の都市は相対的に存在感が薄いが，大手小売業者が
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段階的に進出し近代化が進んでいる。近代化を牽引したのは，チリ資本でリージョナル・リ

テイラーとしても注目を集めるセンコスッドとフランス資本のカルフールである。

　センコスッドは 1982 年にハイパーマーケットのジュンボを中核とするショッピングセン

ターを開店することでアルゼンチンに進出した。その後も 1988 年にアルゼンチン最大規模

のショッピングセンターウニセントロを開店し，同国の小売近代化に大きな影響を及ぼして

きた。2004 年にはオランダ資本のアホールドから食品スーパーのディスコを買収し，傘下

の食品スーパーヴェアとともに 2つのブランドで全国展開した。2018 年の小売シェアは 2.9

％となり，カルフールと常にトップリテイラーの座を巡って競争を継続している。

　カルフールは 1982 年にブエノスアイレス大都市圏内サンイシドロへハイパーマーケット

業態で進出した。1986 年にはブエノスアイレス市内に出店し，1987 年には同国初のショッ

ピングセンターへ出店した。1994 年のコルドバ出店以降，店舗網を拡大した。2001 年には

スーパーマーケット・チェーンのノルテ買収により，同社の優位性はさらに高まった。2018

年現在でも小売シェア 2.5％で第 2位である。同社は近年コンビニエンスストアを積極的に

展開し，コンビニエンスストア 400 店舗，ハイパーマーケット 90 店舗，スーパーマーケッ

ト 104 店舗を展開している。なお，ハードディスカウンターのDIAはかつてカルフールと

経営統合していたが，その後スピンオフし，2018 年にはDIA％を 997 店舗展開し，小売売

上シェア 1.6％で第 4位となっている。　

　地元資本としては，地元の肉屋から 1987 年のスーパーマーケット出店後チェーン化した

コト（小売シェア 1.6％ で第 5位）や，2015 年にネウケン州に展開していたトプシィ

（Topsy）チェーン買収後店舗を増やし 2017 年には小売シェア 1.5％ で既述のコトに次ぐ第

6位となった食品スーパーのラ・アノニマを展開するインポルタドーラ・イ・エクスポルタ

ードーラ・デ・ラ・パタゴニア社（Importadora�y�Exportadora�de�la�Patagonia�S.A.）など

があげられる。

　ブエノスアイレスにおいて特徴的な小売業態としては，2000 年以降，急激に普及した中

国人経営スーパー（Super Chino）の存在があげられる。市内に 4,000 店舗すなわち 9ブロ

ックに 1つという規模で存在し，小売シェア 4割ともいわれ一大勢力となった。中国人経営

スーパーは，野菜，果物，肉を含めた多様なブランドを品揃えし，長時間営業を行う，住宅

地近郊に立地する，ボリビア人やパラグアイ人といわれる八百屋や精肉店のテナントを店内

に入居させた，少し大きなコンビニエンスストアといった規模の店舗である。大手資本もこ

うした中国人経営スーパーの存在を無視できず，対抗するための取り組みを始め，一定の成

果をあげている。カルフールがコンビニエンスストアの積極的展開を 2010 年から開始した

のもこの業態の対抗戦略であるといえる。2010 年の 32 店舗から 2018 年にはブエノスアイ

レスとその近郊およびコルドバに 400 店舗に達し，今や同社の主要業態となっている。さら

に同社は 2015 年には中小都市に出店地域を拡大するために，5�Minutos という名称でエク



　注 1）上段写真は地方都市クロリンダ市街地の食品スーパーである。
　注 2）下段写真は地方都市市街地にも積極出店する家電量販店ムシムンドである。

図5　��地方都市クロリンダ市街地の食品スーパーと地方都市市街地にも積極出店
する家電量販店ムシムンド
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スプレス業態と同規模のミニスーパーをフランチャイジングにより展開することを発表し出

店を開始している。

②取り残されたその他の地域における小売産業の現状

　既述の大手小売企業は取り残されたその他の地域に関して従来目を向けて来なかった。ア

ルゼンチンの小売近代化を牽引してきたカルフールを例にとっても地方の店舗は非常に少な

い。都市部に限定的に積極出店するコンビニエンスストアやマキシと呼ばれる新業態を除い

たブエノスアイレス以外の店舗数は，ハイパーマーケット 25 店舗，スーパーマーケット 41

店舗であり，全店舗数の 90 店舗，106 店舗の半数にみたない2）。

　ブエノスアイレス以外の地域においては地方の主要州の限られた都市にセンコスッドが展

開してきた食品スーパーヴェアが展開する以外に目立ったチェーンはない。地方都市には

2018 年に 244 店舗を展開し非食品小売で店舗数が同国最大の家電量販店チェーン3）のムシ

ムンド（Musimundo）など一部専門店チェーンと地元食品スーパーが形成する商店街が存

在するが（図 5参照），ブエノスアイレスとは別の国といった様相を呈した田舎の風景が形

成されてきた。



図6　地方都市クロリンダ町外れに単独立地するチャンゴマス

　注 1）��左写真は中心市街地と郊外をわける交差点で撮影。交差点を超えた奥にみえる小さな看板がチャン
ゴマスである。

　注 2）��右写真は中心市街地から外れた場所にあるためバスで来店する人もいるためバス停店舗前にあるこ
とを示し，店舗手前の屋根はガソリンスタンドであり，バイクで来店する顧客も多いことからガソ
リンスタンドの横に出店していることがわかる。
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　2007 年以降，ウォルマートが地方の取り残された状況に着目し，メキシコにおいて全国

展開し成功を収めたボデーガ（bodega）という倉庫型ディスカウンスストアをアルゼンチ

ンに「チャンゴマス（Chango Mas）」という名称で導入し，一定の成功を収めた。同社は

1995 年に進出していたが，タイミングの悪さもあり，業績は芳しくなく，2006 年までの店

舗数はスーパーセンター 11 店舗に過ぎなかった。しかし，同社の勝ちパターンとなりつつ

ある取り残された地方の町外れに（図 6参照），低価格 PBを積極的に導入する同業態を展

開することによって，2014 年には 100 店舗を突破し 2018 年には 106 店舗を展開し，小売シ

ェアも 1.2％で第 8位となっている（図 7参照）。

　なお，チャンゴマスは地方出店開始直後の 2008 年後半にはメキシコにおける成功体験を

踏まえて，倉庫型ディスカウントストアのサイズを立地別に大規模（地方主要都市），中規

模（地方中小都市），小規模（大都市郊外）の 3つに細分化する業態細分化を開始した。し

かし，この細分化は特に大都市郊外の小規模店舗の展開で上手くいかず，地方中小都市にも

大型店舗を出店するパターンに集約されつつある。さらに，2018 年 8 月にはブエノスアイ

レス中心部に立地するスーパーセンターを，都市部にハードディスカンターを幅広く展開す

るDIAに売却し閉鎖したり（図 8参照），ブエノスアイレス郊外のスーパーセンターに米国

で一定の成功を収めているピックアップスペースを設置するといった梃入れを行う（図 9参

照）など，都市部での苦戦と改善に向けた取り組みが報じられている。



図7　チャンゴマスによる新規出店州と未進出洲

　（注）��四角形がチャンゴマスによる新規進出州，三角が未進出
州。

図8　閉鎖されたブエノスアイレスのウォルマート・スーパーセンター

　注）��ファラベラも出店するブエノスアイレスの主要モールに立地する店舗である。左写真がモールの外観，
右写真が閉鎖された店舗である。
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　注）上段が外観，下段が待機レーンと指示版である。

図9　ウォルマート・ピックアップ
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2．ラテンアメリカにおけるネット小売先進市場アルゼンチンの現状
（1）ラテンアメリカにおけるネット小売を牽引する企業を輩出

　アルゼンチンはブエノスアイレスとその他の一部都市に限定されるとはいえ，「南米のパ

リ」というその文化レベルの高さもあり，ラテンアメリカにおいて小売近代化が相対的に早

期になされた市場であり，インターネット小売に関しても地域内先進市場である。アルゼン

チンはインターネット小売が普及した 1990 年代後半以降経済的に恵まれてない時代を

経験しながらも，ラテンアメリカにおけるインターネット小売市場を牽引してきたメルカー

ド・リブレを輩出し，域内ネット小売先進市場として周辺の新興市場に商機を見出してきた。

　メルカード・リブレは 1999 年にブエノスアイレス出身のマルコス・ガルペリン（Marcos�

Galperin）氏がスタンフォード大学のMBA在学時に設立された現在アルゼンチンに本社を
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おく企業である。創業当初の 1999 年からアルゼンチン，ブラジル，メキシコにおいて事業

を開始し，2000 年にはコロンビア，ベネズエラ，チリへも事業を拡大した。

　2001 年には eベイ社と戦略的提携を締結し，eベイのブラジル支社を買収し基盤を固め，

2002 年にはブラジルでオンライン取引プラットフォームを展開する Lokau.�com を買収した。

2003 年にはラテンアメリカ発祥の初の電子決済プラットフォームであるメルカード・パー

ゴ（Mercado�Pago）を設立した。2005 年にはウルグアイにも進出した。

　2006 年にはラテンアメリカ域内のライバルであったDeRemate.� com のブラジル，コロン

ビア，エクアドル，メキシコ，ペルー，ウルグアイ及びベネズエラの事業を買収し4），2006

年には中米のコスタリカ，パナマ，カリブ海のドミニカ共和国へと事業を拡大した。2007

年にはナスダックに IPOを行い，ラテンアメリカにおけるネット小売のリーダーとしての

地位を確立した。2010 年にはポルトガルでも事業を開始した。

　現在では機能面での強化に注力しており，ネット取引及び広告（mercado libre），フィン

テック（mercado pago），ロジスティックス（mercado envio），ネットシステムの支援

（mercado�shops）といったネット小売全般のソリューション事業を行っている5）。

　なお，ラテンアメリカネット小売をメルカード・リブレともに牽引した後メルカード・リ

ブレに売却されたDeRemate.� com の創業者ファブリス・グリンダ（Fabrice Grinda）は，

ラテンアメリカのネット小売普及を促進するクラシファイド広告の新興市場の大手企業

OLXをアレック・オクセンフォード（Alec Oxenford）とともに創業した共同創業者の 1

人である。同社の本社はニューヨークであるが，巨大市場である中国北京，インドムンバイ，

ロシアモスクワと並んで，ファブリスの出身国であるアルゼンチンの人材供給基地としての

側面を重視し，ブエノスアイレスに巨大拠点を置いている6）。この事実はアルゼンチンがラ

テンアメリカにおけるネット小売先進市場であることを示しているといえる。

（2）バック・システム構築を困難にするアルゼンチン・コストの存在

　アルゼンチンはラテンアメリカにおけるネット小売を牽引してきた先進企業を輩出しなが

ら，輩出された彼らの視線はアルゼンチンの国内に必ずしも向いていない。メルカード・リ

ブレは首都圏を中心とする都市部のみでの積極展開によって，小売シェアを 2014 年の 0.9％

で 8位から 2018 年の 2.3％ で第 3位まであげ，小売シェア微減を継続する第 1位センコス

ッドと第 2位カルフール追いあげ，第 2位のカルフールには 0.2％差のところまできており，

数年で首位に立つことは確実とみられる。

　アルゼンチンはラテンアメリカのインターネット小売企業を輩出している国だけあり，ブ

ラジルとともに早期に普及が促進され，普及率も相対的に高いが，メキシコにおける急激な

普及と比べると，その後の成長率は緩やかである（表 2参照）。

　今回行った現地調査で行ったネット小売企業と関連企業及び現地専門家へのインタビュー



表2　ラテンアメリカ主要国におけるネット小売の普及状況

メキシコ ブラジル
アルゼン
チン

チ　リ 中　国 インド 日　本

小売会社
2012 2,650.2 717.1 428.2 27,400.2 9,772.4 22,509.3 105,280.1

2017 3,482.9 932.9 1,747.9 36,164.4 15,000.3 39,995.9 111,249.6

有店舗
2012 2,511.7 663.4 404.4 27,508.0 9,240.2 22.261.3 92,934.4

2017 3,236.4 839.5 1,600.0 34,510.7 11,751.2 37,838.5 95,997.0

無店舗
2012 138.5 53.7 23.8 932.3 532.2 248.1 12,345.7

2017 246.4 93.4 147.9 1,653.8 3,249.1 2,157.4 15,252.6

うち
ネット

2012
25.4

（0.04％）
25.3

（3.52％）
9.4

（2.19％）
537.0

（1.96％）
423.7

（0.10％）
155.8

（0.69％）
5,057.1

（4.80％）

2017
108.4

（3.1％）
59.0

（6.3％）
86.1

（4.9％）
1,196.5
（3.3％）

3,060.3
（20.4％）

1,959.8
（4.9％）

8,841.7
（7.9％）

うち
モバイル

2012 2.5 0.8 0.6 29.6 23.1 8.3 1,011.4

2017 27.9 13.0 18.1 135.2 2,448.3 344.9 4,008.0
　（注）��金額の単位は各国通貨で 10 億であり，ブラジル，中国，インド，日本以外は各国ペソ，ブラジルは

レアル，中国は元，インドはルビー，日本は円である。
　（出所）�ユーロモニター社の各国の小売報告の内容に基づいて作成。
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では，地方で既に事業を行っている一部の物流業者を除いて7），インターネット小売の全国

的普及において不可欠であるバック・システムの中核である物流における労働組合の存在が

ネット小売の普及を妨げているという認識であった。

　特に，既述のメルカード・リブレやOLXといったインターネット小売のみを中心に手掛

ける事業者に関しては，事業開始時から物流に関しては労働組合があるので聖域として捉え

る傾向が強いようである8）。

　例えばメルカード・リブレは創業早期にその他の国への展開を進め，ロジスティックス

（mercado envio）についても主要サービスとしては位置づけ事業を行っているが，アルゼ

ンチン国内のロジスティックスに関しては，技術や工夫ではどうしようもないことなのでと

いう態度であり，後述のアルゼンチン・コストが社会の常識として浸透していることがわか

る。

　筆者もブラジル・コストに代表されるラテンアメリカ諸国における事業に関して従来から

指摘されてきた，「複雑な税制，労働・雇用面での過剰な保護措置，治安の改善といった問

題から生じるコスト」9）に関しては認識していた。しかし，労働組合の存在がネット小売の

全国展開を阻む，いわばアルゼンチン・コストとなっていることに関しては今回の現地調査

を行うまでは実感できていなかった。

　宇佐美（2011）によれば，アルゼンチン・コストを生み出す労働組合に関して，労働・雇



表3　第 2次大戦後のアルゼンチンの政権，経済政策及び労働組合との関係

政権期間 主な権力者 所属組織 経済政策 労働組合との関係

1946-55 年 ペロン ペロン党 輸入代替工業化 規模拡大と手厚い保護

1955-73 年 オンガニア将軍 軍政 輸入代替工業化 弾圧しつつ交渉

1973-76 年 ペロン ペロン党 輸入代替工業化 左派を統制しきれず

1976-83 年 ビデラ将軍 軍政 自由主義経済政策 左派弾圧，穏健派と交渉

1983-89 年 アルフォンシン 急進党 輸入代替工業化 労働組合と協調

1989-99 年 メネム ペロン党 新自由主義経済政策 労働組合と協議

1999-01 年 デ・ラ・ルーア
急進党＋ペロン
党の一部

新自由主義経済政策 労働側に不利な法政修正

2001-15 年 キルチネル夫妻 ペロン党
新自由主義経済政策
修正

労働側に有利な法政修正

2015- マクリ 中道右派連合 新自由主義経済政策
労働側に不利な内容含む
法政修正予定

　（出所）宇佐美（2011）の内容に基づいて，筆者が作成。
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用を含むアルゼンチンの社会保障政策は第 2次大戦直後の 1946 年に成立したペロン政権が

生産レジームとして採用した輸入代替工業化と表裏一体となって実施され制度化された（表

3参照）。ペロン政権は 2度の大戦によって疲弊した欧米先進諸国を上回る経済力を背景に，

非欧米先進諸国以外の国では早熟の福祉国家を形成した。

　結果として，労働組合はペロン政権期の輸入代替工業化政策による国家部門の肥大化によ

って規模を拡大させ，福祉国家の下で制定された厳格な労働法と整備された社会保障制度に

よって非欧米先進諸国では例外的に手厚い保護を獲得したのである。

　今やあまりにも有名となった「世界には 4つの種類の国しかない。先進国と途上国，日本

とアルゼンチンである」というノーベル経済学賞を 1971 年に受賞したサイモン・クズネッ

ツ氏が述べたという言葉にあるように，アルゼンチン経済は第 2次大戦直後をピークに，ペ

ロン政権後の軍政を経て，従来の常識では説明できない程の衰退を見せ，高度成長した日本

経済とは逆に世界における相対的位置を下げ続けた。

　アルゼンチン経済は 1955 年のペロン政権崩壊後の軍政と民政の間を揺れ動く中で輸入代

替工業化自体の枠組みは基本的には維持され10），表裏をなす社会保障政策も同様であった。

1982 年フォークランド紛争後の軍政への信頼失墜の中で行われた民政移管後の 1983 年の大

統領選挙に勝利した急進党のアルフォンシン政権が輸入代替工業化自体を維持したこともあ

り，経済の安定化を達成できずに「失われた 10 年」と呼ばれる経済危機が最悪の局面を迎

えてしまった。

　そのため 1989 年に成立したメネム政権はペロン党政権ではあったが，自身の党が推進し
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てきた輸入代替工業化政策から新自由主義経済政策への転換を図った。ペロン党とは従来対

立関係にあった経済界と協調し，政権外部からテクノクラートを迎え入れて貿易自由化，規

制緩和，主要国営企業の民営化を行った。労働組合も新自由主義経済政策に伴う雇用関係柔

軟化により労働法制による雇用と賃金保障が脆弱化し，組合員は失業や転職を強いられ，安

定的地位は失いやすくなった。

　しかし，メネム政権の改革は一時期もてはやされたが，アジア通貨危機の影響が中南米に

及ぶにつれて，経済の衰退とともにメネム政権末期には後退した。同党が労働組合を支持母

体とする政党であるだけに，メネム大統領自身の再々選問題11）が表面化すると，労働組合

の意向を尊重する動きがみられるようになったのである。

　メネム政権を破った急進党のデ・ラ・ルーア政権はメネム政権の政策を引き継ぎ労働改革

に手を付けたが，2001 年のデフォルトにより危機的状況を迎え辞任し，混乱後の 2003 年か

ら夫婦で引き継がれたキルチネル政権はペロン党による政権であり，労働改革を元に戻した。

　2015 年に成立したマクリ政権は中道右派連合による政権であり，労働組合には不利な内

容を含む法政修正を目指した。しかし，2018 年以降の経済悪化により不透明な状況となり，

2019 年 5 月には 10 月選挙で再選を目指す同政権に対して経済悪化への抗議示すために，5

度目のゼネストが行われた。このゼネストを主導する主要労組は前大統領のクリスティー

ナ・キルチネル氏率いる左派と同調しており，彼女自身は副大統領候補となり，より穏健な

アルベルト・フェルナンデス元首相を大統領候補としている。

　上記の経緯から分かるように，アルゼンチンでは 1946 年以降労働組合を支持母体とする

ペロン党が常に強い影響力を維持している。かつては軍政や急進党が，現在では中道右派連

合が一時的に労働組合に厳しい政策を打ち出し，経済の継続的衰退に伴って，手厚い保護は

段階的に弱まってはいるが，彼らの発言力は維持され続けている。

　アルゼンチンの労働組合は，左派政権時代に得た権利を保持し続け，給与改定交渉は労働

省と交渉を行うという特殊な形式を取っている。労組は実質賃金がプラスになるようインフ

レ率以上の改定率を政府に要望するとともに，公共料金の補助金の削除分を給与改定時に上

乗せして要求することで吸収しようとするため，アルゼンチンの賃金上昇率は非常に高い。

さらに，給与の引き下げ（待遇引き下げ）を行うことは現実的には困難である。左派政権時

代に確立した労働総同盟（CGT）と政府との交渉という枠組みにおいて決められた結果が

国内の産業別労組へブレークダウンされ，企業単位でも労組は強い交渉力を持っている。こ

のことは日本貿易振興機構が 2017 年 10～11 月に実施した「2017 年度中南米進出日系企業

調査」にも表れている。「雇用・労働面の問題点」の問題点に対して，「従業員の賃金上昇」

と「労使紛争・組合・ストライキ」を選択した率は，アルゼンチンが中南米地域で最も高く，

特に前者は顕著であった（表 4参照）12）。

　ペロン党に近いアルゼンチン労働総同盟（CGT）の影響力は，国内のビジネスを行う上
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での所与の条件すなわちアルゼンチン・コストとなっている。そのため，ラテンアメリカに

おけるネット小売事業を牽引する企業は高すぎるこのコストを支払ってアルゼンチンの地方

を標的として全国展開するよりは，このコストが相対的に安いブエノスアイレスなど限定さ

れた都市やラテンアメリカの他国の大都市において事業を展開する，あるいは決済事業など

のその他のネット小売関連事業に注力するという結果につながっているといえる。

（3）ラテンアメリカにおけるネット小売先進市場アルゼンチンにおける現状

①大都市でのみ普及するアルゼンチンにおけるネット小売市場

　アルゼンチンにおけるネット小売市場は大都市でのみ普及している状況にある。アルゼン

チン電子商取引会議所（CACE）の調査によれば，2017 年のアルゼンチンにおけるネット

小売の売上高は 1,563 億ペソであり，前年比 52％ 増であった。インフレ率が 24.8％ である

ことを考慮しても引き続き堅調に推移している。内訳はBtoC が 145 億ペソで全体の 93％

を占め，7％が CtoC であり（表 5参照），モバイル端末が 27％ である。モバイル端末での

割合は 2016 年の 20％から大幅に増加し，特にスマートフォンによる取引が急増しており，

13％から 25％に増加している13）。　

　スマートフォンの利用は大都市部においては確実に普及しており，今回の現地調査におい

ても特にブエノスアイレスの中心部においてモバイルを用いた食事の配送サービスを行う姿

が多くみられた。しかし，地方に目を移すと別の姿がみられた。メキシコ同様，スマートフ

ォン自体は普及してきているが，通信速度は決して十分とは言えず，パソコンがメキシコに

比べ相対的に普及していることもあり，今回の現地調査でもスマートフォンでの買い物に関

しては早期の実現に懐疑的な意見が多くを占めていた。スマートフォンは地方においても情

報検索ツールとしての利用は高まってきているが，購買や決済を行うツールとしては現状普

及が進んでいない状況にあり，状況の打開のためには高速インターネットの普及に向けたイ

ンフラ整備を含めた対策が必要であるとみられる。

　こうした地方との格差については，CACEの 2017 年統計にも表れている。地域別にみる

と，ブエノスアイレス市および周辺 40 都市を含むAMBA（メトロポリタン地域）が売上

高全体の 49％を占め，その割合は 2016 年の 44％から上昇しているのに対して，その他の

ブエノスアイレス州，ラパンパ州，コルドバ州などその他の地方に比べて相対的にインフラ

事情がよいとみられる中部地域ですら 2016 年 30％と上昇した後 26％に低下していること

からもこうした格差の存在は明らかといえる。その他の地域に関してはネット以外の小売に

も言えることだが取り残された状態にあり，北西部が 8％，リトラル（北東部 6州）が 7％，

クージョとパタゴニアが 5％と相対的に割合は小さく，北西部とクージョが 1％増加し，リ

トラルとパタゴニアが 1％減少といった多少の変動はあるが，ネット小売普及の状況は進展

しておらず時間がかかるとみられる。



表5　分野別ネット小売売上高（2014-2017 年）（単位：10 億ペソ，％）

2014 年 2015 年 2016 年 2017 年
構成比 前年比

BtoC チケット・観光 9.990 17.310 25.580 43.640 28 71
映像・音響・IT・電話関連機器 4.525 8.012 11.390 18.360 12 61
家庭商品（家具・装飾） 4.251 9.552 14.430 9 51
食品・飲料・衛生商品 2.520 3.591 6.858 12.090 8 76
家電類（白物及びキッチン用） 3.100 5.453 8.196 9.115 6 11
スポーツウェア 1.900 3.361 4.264 5.630 4 32
娯楽・イベントへの入場チケット 1.090 2.001 2.557 4.397 3 72
衣類（スポーツウェア除く） 0.953 1.778 2.490 4.126 3 66
自動車・バイクと関連アクセサリー 0.780 1.348 2.669 4.090 3 53
化粧品・香水 0.744 1.116 2.273 3.577 2 57
子供用品 1.040 2.000 2.165 2.999 2 39
オフィス用品 0.840 1.444 2.055 2.099 1 2
建築資材及び道具 0.325 1.135 1.995 1 76
その他 5.689 9.663 12.560 18.460 12 47

BtoC 合計 36.310 61.860 93.76 145.000 93 55
CtoC 3.800 6.381 8.945 11.300 7 26
全体 40.110 68.240 102.700 156.300 100 52
　（出所）アルゼンチン電子商取引会議所（CACE）。
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　以下では，CACEが行った調査の結果を検討することによって14），大都市部でのみ普及

するアルゼンチンにおけるネット小売の現状について検討する。

②ネット小売の利用経験

　ネット小売の利用経験は 2014 年 49％，2015 年 77％，2016 年 90％と急増し，成人の 9割

以上に当たる 1780 万人となり，ネット小売の利用経験は進みつつある。過去 6か月での利

用経験は 1か月に 1回以上が 2014 年 37％，2015 年 52％，2016 年 50％と半数を占めるよう

になり，2016 年では 11％は週 1回の利用を行っており，一定のリピーターの増加が確認で

きる。

③ネット小売利用の特徴

　男女別利用率では 2016 年では女性が 67％と高い。女性はチケットや観光サービスの購入

が多く，男性は ITデバイス，車用品やスポーツ用品を選ぶ傾向がある。世代別では，1980

年代から 2000 年代初頭に生まれた「ミレニアル世代」が取引全体の 57％を占め，主に化粧

品，衣類，音楽や電話機器を購入している。

④ネット小売利用者の意識

　ネット小売利用者が感じるメリットとしては，2017 年では「利便性」が 70％ であり，
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「時間の節約」が 56％，「実店舗より割安であること」が 34％であった。ネット小売先進国

中国や急成長するメキシコにおいては，ネット小売が仕掛けるネットでのセールスがメリッ

トとなり，ネット小売が急激に普及するきっかけとなっているのとは対照的である。アルゼ

ンチンにおいてもネット小売のセールスは行われ，一定の成果はあげているが，中国やメキ

シコ程の盛り上がりにはなっていないようである。

　ネット小売利用者が感じるデメリットとしては，「商品を見ることができないこと」が 64

％と他の要素を圧倒しており，「ロジスティックス」35％，「サイトへの不信」24％，「クレ

ジット利用の必要性」22％，「決済・データ管理のセキュリティ」13％，「取引の不明確さ」

4％である。デメリットの数値は概ねすべての項目が改善してきており，特に「サイトへの

不信」「クレジット利用の必要性」，「決済・データ管理のセキュリティ」，「取引の不明確さ」

といったネット小売の信頼性に関する数値は継続的に改善されており，現在のネット小売利

用者に関してはバック・システムに関する信頼性に関しては高まってきているといえる。

2017 年には利用者の 92％が決済手段としてクレジットカードを利用しており，分割払いが

できることが大きなメリットとされている。その他の決済手段としては，現金払いは 7％で

あり，デビットカードと銀行送金は各 1％であった。

Ⅳ　アルゼンチンにおけるネット小売普及に向けた取り組み

1．フロント・システムの構築に向けた取り組み
　フロント・システムは矢作（2007）が提示したモデルの小売業務と言い換えることができ，

店舗数，店舗規模などの店舗ネットワークと立地パターン，品揃え，価格，接客サービス，

プロモーション，店舗施設などの小売ミックスに区分できる。

　フロント・システムに関する取り組みとしては，店舗数，店舗規模などの店舗ネットワー

クと小売ミックスの要素である立地パターン，店舗施設は物理的な店舗がインターネット小

売において必要ないので，それ以外の品揃え，価格，接客サービス，プロモーションにおけ

る新たな取り組みが積極的になされている。

　品揃えに関しては，メキシコで見られたような越境ECの可能性が指摘されている。アル

ゼンチンには越境ECに関連する明確なデータが存在せず，CACEは取引のほとんどが国内

ECのものだとしている。しかし，ペイパル（PayPal）による 2016 年の越境 ECグローバ

ル調査によると，アルゼンチンのECユーザーの 41％が過去 12 カ月で越境購入経験がある

と回答している15）。現状ではアルゼンチン・コストの問題もあり，急激な拡大は困難であ

るが，アルゼンチン・コストへの対応次第では特に大都市部においては越境ECにより品揃

えが拡充される可能性はあると考えられる。

　接客サービスに関しては，ネット上での商品情報の提示方法の工夫やコールセンターなど



ラテンアメリカにおけるネット小売先進市場アルゼンチンの現状

  54  

の質問への対応などが重視されてきている。ネット小売において既存の小売においてシェア

を伸ばしているセンコスッド16）や本国においてアマゾンとの競争上オムニチャネル戦略を

採用しているウォルマートは一部店舗において既述のピックアップなどの店舗を保有してい

るからこそ可能なサービスを導入している。モバイルアプリに関しては，大手家電量販チェ

ーンで早期にネット小売に参入したガルバリーノ（Garbarino）やフラベーガ（Frávega）

が拡張現実の技術を導入するなどして開発を牽引してきた。

　プロモーションに関しては，中国のアリババが始めた独身の日（11 月 11 日）以降，イン

ターネット販売において一般的になっているが，2012 年以降 CACEがアルゼンチン版ブラ

ックフライデーであるサイバーマンデー（2018 年は 10 月 28 日～30 に）17）を行ってきた。

その他の諸国と比較すると浸透度が高いとは言えないが，アルゼンチンネット小売の情報を

定期的に提供するペイパル社によれば18），2017 年にはネット小売を行うEコマースサイト

のうちブラックフライデーでは 66,4％が，サイバーマンデーでは 53,32％がセールを行い，

230 万人がサイトを訪れたといわれる。

2．バック・システムの構築に向けた取り組み
　バック・システムは矢作（2007）が提示したモデルの商品調達及び商品供給業務と言い換

えることができ，技術情報，ソーシング技術，商品開発技術，物流技術などの小売サプライ

チェーン，小売遂行技術，システム，手順，方法などの店頭の小売業務，組織の構造・文化，

知識・規範・ルールなど組織に区分できる。

　バック・システムに関する取り組みとしては，特に小売サプライチェーンにおける物流技

術に関する部分は最も課題が大きい部分であり，既述のアルゼンチン・コストがこの部分で

の工夫を非常に困難にし，ラテンアメリカにおけるネット小売を牽引する企業ですら大都市

以外での対応を半ばあきらめてしまっている。

　とはいえ，鮮度が求められる商品の配送といったラストワンマイルにコストを掛けられる

ニッチな領域に関しては，安価かつ潤沢な労働力と格差を享受する富裕層の存在を背景に，

多くのスタートアップ企業が参入し，群雄割拠の状況にある。フードデリバリー企業ラッピ

（RAPPI），グローボ（GLOVO），ペディードス・ジャ（PedidosYa）などがその代表であり，

赤や黄色の派手なカラーリングの自転車を街中で走行させている。彼らはフードデリバリー

中心ではあるが，一部は食品スーパーやドラッグストアといった店舗からの配達を請け負っ

ており，そのサービスエリアも大都市以外の地方都市にも拡大させつつある。カルフールな

ど大手小売の都市部における店舗周辺では，宅配が強化させるといった状況を生み出しつつ

ある。

　ラッピは 2015 年コロンビア創業のネットによるフードデリバリーに加えて，センコスッ

ドの食品取扱業態を展開する 3ブランド（ディスコ，ヴェア，ジュンボ）の商品に関して，



図10　ラストワンマイルの一角を担うラッピとペディードス・ジャの配送員
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ブエノスアイレスとコルドバには限定されるが19）1 時間以内の配達を行うなど，利便性の

改善がなされつつある。その有望性が評価され，2019 年 4 月 30 日には，ソフトバンク・ラ

テンアメリカがコロンビアの買い物代行サービスを行うユニコーン企業のラピに 10 億ドル

の投資を行うことに合意したことを明らかにしている。

　グローボは 2015 年スペイン発祥のフードデリバリー企業であり，瞬く間にスペイン，フ

ランスなど欧州全域からラテンアメリカ全域に利用領域を拡大し，2017 年には楽天キャピ

タルの出資を受けている。

　ペディードス・ジャは 2009 年に 3名の起業家により設立されたウルグアイのモンテビデ

オ発祥のフードデリバリー企業であるが，2014 年にドイツのデリバリー・ヒーロー

（Delivery�Hero）社に買収され，現在ではラテンアメリカ 9カ国に展開しており，フードデ

リバリー中心ではあるが，アルゼンチンでも地方都市にもネットワークを拡大している。

　決済システムに関しては，既述の通り分割払いが利用できることもあり，クレジットカー

ド決済が圧倒的であり，メルカード・パーゴなども展開はされているが，今後もしばらくは

状況に変化はないとみられる。

Ⅴ　結びに変えて

　本稿では，通信規制の緩和に乗じて本格参入したアマゾン・ドット・コムに伴って競争激

化するラテンアメリカの先進小売市場メキシコにおけるインターネット小売業の現状の検討
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を踏まえた上で，ラテンアメリカのネット小売先進市場アルゼンチンのインターネット小売

の現状を，バック・システム構築を困難にするアルゼンチン・コストの存在解明を中心に検

討した。

　アルゼンチンにおいては，南米のパリとも呼ばれたブエノスアイレス大都市圏を中心とす

る一部大都市とその他の地域との格差が大きく，筆者が主要研究対象としてきたウォルマー

トはこの格差に着目することによって，当初の苦戦から一定の成功にまで状況を改善してき

た。

　この格差はネット小売においても同様であり，今回の現地調査でもネット小売の地方市場

への浸透に関しては，市場規模だけではなく労働組合が強く関連するバック・システムに影

響するアルゼンチン・コストの存在ゆえにプレイヤーや専門家たちは当初から視野に入れて

おらず，アルゼンチン国内よりも巨大市場を有するブラジルや独自コストが相対的に低いと

みられるコロンビアなどで展開した方が可能性が高いと考えているようであった。

　アルゼンチン現地調査においては，ネット小売普及を促進している業界団体CACE，メ

ルカード・リブレ，OLXなど現地大手ネット関連企業やアンドレアーニなど物流企業，現

地物流専門家などに多くインタビューを行うことができた。上記の現地調査により，事前調

査でもある程度明らかになっていたアルゼンチンにおけるネット小売事業を阻害するアルゼ

ンチン・コストの実態と現地事業者や関係者への意識に関して明らかにすることができた。

　2016 年度までに行ってきた中国，インドのネット小売に関する研究，メキシコのネット

小売に関する 2017 年度の研究と 2018 年度の上記現地調査を踏まえて考察すると，ラテンア

メリカでは国家要素が強くはないためネット小売を促進するインフラが未整備であり，労働

組合などの強い影響力といったビジネスフレンドリーでない独自要素が存在する。そのため，

バック・システム構築が困難な地方都市への浸透よりも，ラ米諸国の主要大都市への国境を

越えた横展開が先行している。横展開のラテンアメリカでの主体はアルゼンチン発祥のメル

カード・リブレなど 1990 年代末に誕生したプラットフォーマーであり，ラストワンマイル

担当のスタートアップ企業が彼らを支え，結果として小売事業モデルの横展開を促進してい

る（図 11 参照）。

　しかし，今回の調整において明らかとなった事項は，資金や時間的な制約ゆえに，仮説の

域を出ず，今回出てきた仮説を今後とも継続取材し更なる裏付け調査を行いつつ精緻化して

いきたいと考えている。

　追記　本稿は，2017～2019 年度に頂いている日本学術振興会科学研究費助成事業（学術

研究助成基金助成金）基盤研究（C）（一般）研究課題番号（17K04006）研究課題「ネット

小売普及以降の小売国際化現地化戦略モデル構築のための研究」及び 2018 年度の東京経済

大学個人研究助成費（研究番号�18-27）を受けた研究成果の一部である。



　出所：�矢作（2007）34 頁，石川（2016）29 頁，丸谷（2017）238 頁の図とその内容に基づいて作成した
図に，本報告の内容を加味して，筆者が加筆。

図11　ラ米におけるインターネット普及前後の小売事業モデルの国際移転

インターネット普及以前

小売業務先行移転 フロント・システムとバック・システム同時移転

顧客

インターネット普及以降

顧客

小売
業務

商品
調達
業務

商品
供給
業務

〈フロント・システム＝小売業務〉
①店舗ネットワーク：店舗数、店舗規模など
②小売ミックス：立地パターン、品揃え、価格、接客サービス、プ
ロモーション、店舗施設など

〈バック・システム＝商品調達及び商品供給業務〉
①小売サプライチェーン：技術情報、ソーシング技術、商品開発
技術、物流技術など
②店頭の小売業務：小売遂行技術、システム、手順、方法など
③組織：構造・文化、知識・規範・ルールなど
注）店舗、店頭にはネット上のものも含む。

⇒①バック・システム普及を促進するために必要な国家要素
の弱さ＋②浸透妨げるアルゼンチン・コスト等独自コストの存在
⇒バック・システム構築が困難な地方都市への浸透よりもラ米
諸国の主要大都市への国境を越えた横展開が先行。
⇒ネット小売のプラットフォームを構築し、既存小売へも提供
するメルカード・リブレなどプラットフォーマーやラストワンマイ
ル担当のスタートアップ企業がラ米大都市間横展開を支援。

⇒グローバルリテイラーやリー
ジョナルリテイラーが主体とな
り小売業務先行移転
⇒段階的にその他業務もアレ
ンジしながら移転。
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注
1 ）Di�Pace,�Damiaʼn（2012）,�p. 101
2 ）筆者がカルフールがホームページ上で示す店舗情報に基づいて 2018 年 10 月に集計した。
3）その他の家電量販店チェーンとしては，2018 年にはブエノスアイレス大都市圏を中心に急成
長し，ウォルマートを上回り小売シェア 1.4％ で 7位となったガルバリーノ（Garbarino）が
あるが，地方ではムシムンドが目立っている。

4）メルカードリブレは 2008 年に DeRemate.� com の残りの地域（アルゼンチン，チリ，コロン
ビア，及びメキシコ）の資本も買収している。

5）筆者が同社幹部に対して 2018 年 9 月 8 日に行ったインタビューの際に提供して頂いた資料に
基づいている。

6）筆者がOLXのブエノスアイレス支社幹部に対して 2018 年 9 月 8 日に行ったインタビューに
よる。

7）筆者がアルゼンチン物流企業大手アンドレアーニ（ANDREANI）社幹部に対して 2018 年 9
月 12 日に行ったインタビューによる。

8）筆者がメルカード・リブレ及びOLXに対して 2018 年 9 月 8 日に行ったインタビューによる。
9）ブラジル日本商工会議所のホームページ（http://jp.camaradojapao.org.br/brasil-business/
advocacia/custo-brasil，閲覧日 2018 年 11 月 1 日）による。同ページによれば，税制コスト，
労働コスト，治安コスト，金融コスト，インフラコスト，物流コスト，ビザコストがブラジル
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コストの具体的内容として示されている。
10）1976 年のビデラ将軍によるプロセッソと呼ばれる軍政時代に一時期自由主義経済政策に舵を
切ったが，1981 年の対外債務危機や 1983 年のフォークランド紛争によりとん挫した。

11）メネム大統領が 3選を目指してペロン党内で大統領候補となることを目指したが，エドゥアル
ド・ドゥアルデに敗れ，ペロン党の大統領候補となれなかった。

12）志賀大祐（2018）「アルゼンチン経済，不安定化までの推移と要因（1）一筋縄ではいかない左
派政権時代からの脱却」日本貿易振興機構ホームページ（https://www.jetro.go.jp/biz/areare
ports/2018/74e931208a39ab81.html，閲覧日 2018 年 11 月 12 日）。

13）モバイルはスマートフォンとタブレット端末により構成され，タブレット端末は 4％から 2％
に減少している。

14）メキシコにおけるインターネット小売の現状に関して詳細は，CACEのホームページ
（https://www.cace.org.ar/estadisticas，閲覧日 2018 年 8 月 20 日）において継続的に情報が
示されている。

15）日本貿易振興機構海外調査部米州課（2017）『中南米のEコマース市場』日本貿易振興機構，
16 頁。

16）ユーロモニター社のアルゼンチンにおけるネット小売に関するデータによれば，センコスッド
はアルゼンチンネット小売ランキングで 2016 年にシェア 3％で 2位となり，メルカード・リ
ブレの 36.9％ には遠く及ばないが，2位を 2015 年まで守ってきたアルゼンチン大手家電量販
チェーンガルバリーノ（Garbarino）を逆転し，2017 年のシェアも 3.7％ と 3位の同社シェア
2.5％との差を拡大している。

17）CACEによるサイバーマンデーの取り組みについて詳細は，CACEのホームページ（https://
www.cace.org.ar/cyber-monday，閲覧日 2018 年 10 月 28 日）を参照。

18）アルゼンチンにおけるブラックフライデーやサイバーマンデーに関して詳細は，ペイパルのホ
ームページ（https://www.paypal.com/stories/latam/crece-el-e-commerce-en-argentina，閲
覧日 2018 年 11 月 4 日）を参照。

19）ラッピは 2都市に加え，La� Plata と Rosario にもサービスを拡充しようと投資を決めたが，い
ずれにしても主要都市に限定されている。ラッピのサービス地域拡充に関して詳細は，コメル
シオ・イ・フスティシアのホームページ（https://comercioyjusticia.info/blog/negocios/
rappi-se-expande-en-argentina-se-fondea-con-una-inversion-asiatica-de-us220-millones/，閲覧日
2018 年 11 月 2 日）を参照。
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